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表紙写真：
NICT が外部の方々と連携して取り組ん
でいる研究開発など、オープンイノベー
ションを創出するイメージを表しています。

左上ロゴマーク：
「oi」は Open Innovation の 頭 文 字 で

す。NICT ブルーの「o」は、その上部
を開くことで社会に対してオープンな
NICTを表しています。「i」は人を表し、
点の部分は独創的なアイディアが発信
されることを表現しています。また、

「i」の色はオープンイノベーション推
進本部のイメージカラーのオレンジと
し、「o」と「i」が互いに引き立つ配
色になっています。「oi」には最先端
ICT を持つ NICT が人や社会との繋

つな
がり

を深め、互いに引き立て合い、新たな
価値を創造したいという思いが込めら
れています。

最先端技術をオープンイノベーション
によって社会における新たな価値に

　Society 5.0、AI、IoT、Beyond 5G / 6G と ICT の世界はめまぐるしく進
展している。これらの最先端技術を人や社会における新たな価値として
いくために、“ 連携 ” が大きな意味を持つ。
　今回は、NICT が進めるオープンイノベーションの取組について、オー
プンイノベーション推進本部の中沢淳一推進本部長に話を聞いた。

オープンイノベーション推進本部
中沢 淳一 （なかざわ じゅんいち）

執行役／オープンイノベーション推進本部 推進
本部長

1990年郵政省（現総務省）入省後、電波行政、情
報通信行政に携わるとともに、民間企業等を経て、
総務省移動通信課長、NICTオープンイノベーショ
ン推進本部事務局長を歴任。2019年7月より現職。

──NICTがオープンイノベーションを組
織的に推進する背景には何がありますか。

中沢　ICTのめまぐるしい進展のなかで、
自らの研究開発成果だけではなく、様々
な技術やアイディアを結集することで、
新たな価値創出をしていくことが強く求
められるようになっています。NICT と
しても、様々な分野の方々と幅広く連携
しながら、戦略的に技術を磨き、それを
社会に展開していく、オープンな形でイ
ノベーションを起こしていくことが大切
になっています。このような動きをス
ピーディーに起こしていくことが国際競
争力の面でも極めて重要です。このよう
な意味で研究開発成果を最大化すること
が、オープンイノベーション推進の意義

であると言えるでしょう。

──オープンイノベーションをどのよう
な考え方の下に推進しているのでしょう
か。

中沢　NICT のもつ最先端の技術、そし
て人材、また、テストベッドといった研
究リソースを有効に活用して、産学官、
国際、地域の連携を積極的に推進してい
くことが必要です。連携を通じて、技術
シーズを育てることはもちろん、社会の
課題、ユーザのニーズをしっかりとつか
み、市場やビジネスにも目を向けなが
ら、社会実証、そして社会実装へと進め
ていきます。そのとき、適切な連携体
制、フォーメーションを組むことが非常

に重要です。国立研究開発法人という中
立性も活

い

かし、共通の課題を持つ方々が
ともに解決に取り組む場を形成すること
もNICTの大切な役割と考えています。
　新しい試みもありますので、それぞれ
の段階でしっかりフィードバックをかけ
ながら、地道に事例と学びを積み重ねて
いくことが重要と考えています。

■連携のシーズを発掘

──具体的な地域連携や産学官連携はど
のようにして発掘しているのでしょうか。

中沢　推進本部の業務は幅広いのです
が、この中に戦略的プログラムオフィ
スという部署があります。ここでは、
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NICT の研究成果を知っていただくため
に技術シーズの情報発信をはじめ、地域
の課題などに詳しい方々との定期的な情
報交換や、地域の大学や団体と連携した
アイディアソンなども活用しながら、社
会や地域の課題・ニーズを取り込む活動
をしています。そして、推進本部内でも
協力しながら、研究現場で生まれている
外部連携を発掘したり手厚くサポートし
たり、いくつかの大学との間ではマッチ
ング事業などの仕組みを通じて、連携を
より具体的な形にしていきます。

──テストベッドが非常に充実していま
す。民間の利用も多いのでしょうか。

中沢　外部の方々との連携において、テ
ストベッドは大きな役割を果たしていま
す。総合テストベッドとして、超高速
ネットワークや大規模エミュレーション、
IoTサービス基盤などの環境を構築して
います。大学や研究機関だけでなく企業
による利用も多く、研究段階から商用化
に近い段階まで様々に利用いただいてい
ます。製品やサービスとして出す前に大
規模なテスト環境でチェックできること
はとても有益でしょう。
　また、知能科学融合研究開発推進セン
ターでは、AI データテストベッドを構
築して AI 技術の開発に利用可能なデー
タを提供しています。データ利活用によ
るオープンイノベーションを狙いとして
おり、テストベッドとしても新しいかた
ちと言えるでしょう。

──耐災害ICT、統合ビッグデータ、テ

ラヘルツの各研究センターでは、どのよ
うにオープンイノベーションを推進して
いるのでしょうか。

中沢　耐災害ICT研究センターでは、有
線・無線ネットワーク、そこでやりとり
される情報といった視点から、災害に強
い社会の実現に資する研究開発や社会実
証を行っています。例えば、Twitter 上
の大量の書き込みから災害情報を素早く
分析・要約するシステム（DISAANA、
D-SUMM）を試験公開しており、自治体
等で活用いただいています。
　 テ ラ ヘ ル ツ 研 究 セ ン タ ー で は、
Beyond 5G / 6G の基盤技術の一つとさ
れるテラヘルツ帯の研究開発や標準化を
行っています。また、光やミリ波を含む
幅広い領域で先端的なデバイスを試作で
きるラボを設置し、外部の方々にも利用
いただいています。
　統合ビッグデータ研究センターでは、
環境、交通、健康など異分野のセンシン
グデータを連携させた予測分析により人
の行動変容に資する研究開発、分析プ
ラットフォームの構築を行い、社会展開
に向けて国内外での実証実験へと発展さ
せています。

──社会実装に向けた体制、フォーメー
ションの構築というお話もありましたが。

中沢　社会的な課題というのは様々で、
防災や医療、教育、見守りといった生活
に密着したものから、製造、観光、農業
などの産業分野まで、多岐にわたりま
す。これまでも NICT が行ってきた委託

研究スキームを活用した連携強化や、一
歩進めて、体制や仕組みの構築にも工夫
して取り組んでいます。
　例えば、ワイヤレスの分野では、工場
内の安定した無線通信を実現するため、
NICT の進める研究開発プロジェクトの
成果をもとに、技術の標準化や普及を目
的に、民間企業と連携してFFPA＊１とい
う団体を立ち上げています。工場内の柔
軟なライン変更や生産性向上に役立つ技
術であり、自動車や機械をはじめ製造業
に共通した課題に応

こた

えるものとして高い
関心を寄せていただいています。
　また、自動翻訳の分野では、翻訳精度
の向上を目的としてオールジャパンで翻
訳データを集積する「翻訳バンク」を運
用しています。企業などでお持ちの対訳
データの提供と、その業界の翻訳精度を
向上させた自動翻訳技術の提供（ライセ
ンス）が、ポジティブに回るようなエコ
システムを構築しています。既に製薬、
金融、自動車などの分野で利用されてい
ます。

■標準化や国際共同研究などグローバ
ルな活動も積極的に

──戦略的な標準化活動とは？

中沢　研究開発成果の国際標準化にも積
極的に取り組んでいます。例えば、量子暗
号通信において重要な量子鍵配送技術に
関する標準化や、無線通信におけるテラ
ヘルツ帯の周波数確保について、ITU＊２

に提案し、勧告（標準）などの形で成立
させることができました。いずれも我が

国にとって重要な分野であり、関係の企
業とも連携して取り組んだ成果です。

──国際的な研究連携についてはどのよ
うなものがありますか。

中沢　NICTにおいて国際連携によるオー
プンイノベーションは従来から積極的に行っ
ています。米国や欧州の政府関係機関と
連携して、国際共同研究プロジェクトを推
進しているほか、最近力を入れているの
は東南アジア諸国との連携です。10か国
の大学・研究機関とASEAN IVO＊３という
研究プラットフォームを構築し、各国が持っ
ている課題や地域共通の課題などの解決
を目指しています。

──ASEAN諸国において関心の高い課
題とは？

中沢　人口密度が高く自然災害が多い地
域のため、農業、漁業などを含む食糧問
題に取り組むプロジェクトや、環境保護
や災害に強いネットワークの構築を目指
すプロジェクトが進んでいます。また、
安心・安全な社会を構築するためのIoT
技術を活用するプロジェクトも進んでい
ます。

■ NICT の知見と人材を活かす

──社会実装の中には、サイバーセキュ
リティに関する演習や、調査業務もあり
ますね。

中沢　演習については、セキュリティ分
野の人材育成のプログラムです。NICT
には、サイバーセキュリティ分野の研究
で培われたネットワーク脅威に関する豊
富な知見があり、これとテストベッドな
どのインフラを生かして、地方自治体や
国の機関等の情報システム担当者を対象
に、CYDER＊4という実践的な演習を行っ
ています。

　調査業務については、昨年から、パス
ワード設定等に不備のあるIoT機器の全
国的な調査を開始しています。総務省及
びインターネットサービスプロバイダ等
と連携して実施しています。

──若い人のアイディアを支援する取組
もされていますが。

中沢　若手ICT人材の育成も我々の重要
な役割です。そこで、起業マインドをも
つ大学生や高専生、あるいはスタート
アップを対象にして、起業家甲子園・起
業家万博というコンテストを開催し、支
援を行っています。
　また、セキュリティ分野のハッカソン
としてSecHack365というプログラムも
行っており、特別に秀でたソフトウエア
技術者や研究者を育てていきたいと考え
ています。

■オープンイノベーションの次なるス
テージに向けて

──アフターコロナ社会に向けた展開に
ついてお聞かせください。

中沢　リモートによる働き方や学び方の
変化、コンタクトレスといった新たな生
活様式への対応は、まさにICTの得意分
野です。このようなICTの役割について、
6月12日に「NICT 特別オープンシンポ
ジウム～アフターコロナ社会のかたち
～」を開催し、NICT の研究者とともに
医療や経済界の有識者の方々に登壇いた
だき議論いたしました（pp.10–11参照）。
NICT の研究開発は、ウィズコロナ、ア
フターコロナ社会に活かせるものであり、
そこでもオープンイノベーションは重要
になってくるでしょう。

──最後に、これからのNICTのオープ
ンイノベーションの展望についてお聞か
せください。

中沢　国立研究開発法人として、最先端
の技術を生み、社会における価値へと繋

つな

げていくうえで、外部の方々との連携は
ますます重要になります。今後もオープ
ンイノベーションを強力に推進していく
つもりです。特に、Beyond 5G / 6G、
量子通信、AI を含むデータ利活用、サ
イバーセキュリティといった分野に戦略
的に取り組むなかで、グローバルな視点、
ビジネスや顧客の視点がより一層重要に
なってくるでしょう。これまで NICT 内
で醸成してきたマインドやノウハウを発
展させながら繋がりとチャレンジの幅を
広げ、協創の次なるステージへと進化さ
せていければと考えています。

＊1  �FFPA : Flexible Factory Partner Alliance
＊2  ITU : International Telecommunication Union
＊3  �ASEAN IVO : ICT Virtual Organization of ASEAN 

Institutes and NICT
＊4  CYDER : CYber Defense Exercise with Recurrence

最先端技術をオープンイノベーションによって
社会における新たな価値に

本インタビューはリモートで行いました。
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大規模IoTサービス
テストベッド
「JOSE」

大規模エミュレーション
テストベッド

「StarBED」
広域SDNテストベッド
「RISE」

超高速研究開発ネットワークテストベッド
「JGN」

NICT各種テストベッドと連携可能

NICT の “ 中 ” と “ 外 ” をつないで、
イノベーションを実現するために

NICT 総合テストベッドを用いた
社会実証

データ連携による環境品質予測を
活用したスマートサービスの構築

センターは、NICT内外における研
究開発成果の技術実証、社会実証

を推進するための「NICT総合テストベッド」
を構築し、その利活用促進を通じたオー
プンイノベーションの創発を推進していま
す。本稿では、本テストベッドから生み出
された社会実装の取組を3点紹介します。

事例1：大規模 IoTサービステストベッ
ド「JOSE」を活用し920 MHz帯無線ネッ
トワーク向けセキュリティ方式の機能検証
を通じて、無線モジュールを実用化した
例です。JOSEのサーバとセンサを用い、
ネットワークアクセス認証機能、時刻同期
を前提とする通信フレーム保護機能、親

ociety 5.0による地域の環境問題
等の課題解決を支援し SDGs 達成

に貢献すべく、高度化された環境データ
を交通・健康等様々な分野のデータと連
携させ、環境変化による様々な社会生活
への影響（環境品質）を予測し、スマー
トサービスによる行動支援を高度化する
データ利活用基盤の研究開発と社会展開
に取り組んでいます。

様々な分野のセンシングデータから実
空間のイベント情報を抽出・収集し、横
断的に利活用可能な形式でアーカイブす
るイベントデータウェアハウスと、そこ

機決め高速化機能などの機能検証を実施
しました。製品は、道路・橋

きょう

梁
りょう

・鉄塔な
ど構造物の健全度を遠隔監視するシステ
ムに利用されています。

事例2：大規模エミュレーションテストベッ
ド「StarBED」を用いてデータアクセス監
視エンジンを新規開発した例です。WiFi
アクセスポイントなどの異常・予兆検知を
指向して、StarBED のサーバ100台を用
いアーキテクチャ検証と性能評価を実施し
ました。機械学習を応用して開発された
発見通知サービスは、アクセスポイントの
運用などに利用され、波形を学習し、通
常でない事象を見分け、誤検知を含むア

から相関データを発見し予測するための
データマイニングや機械学習の機能を実
装したxDataプラットフォームを、NICT
総合テストベッド上に構築しています。
これまでに、NICT リモートセンシング
データをはじめ、環境、交通、健康等の
様々なセンシングデータから抽出した
11分野・25TBのイベント情報を利活用
可能にし、環境品質予測分析のデータサ
イエンス活動や実証実験向けに公開して
います。このプラットフォームを用いて、
地域住民や技術者・学生らが参加し、大
気環境による健康リスクを考慮した屋外

戦略的プログラムオフィス

ープンイノベーションの実現のためには、連携が重
要な要素となります。特に NICT のような研究開発

機関は、外部の方の課題に、自分たちの技術を適用し、課
題の解決につなげる必要があります。戦略的プログラムオ
フィスは、NICT の研究開発成果を地域や産学と連携して
イノベーションを実現するために様々な活動をする組織です。

戦略的プログラムオフィスは、NICT の
“中”と“外”をつなぐハブの役割を持つ組
織で、具体的には外部の方の課題を調査す
る機能、NICTの研究成果を外部に宣伝す
る機能、持続的なイノベーションを実現す
るために人材育成をする機能、そして社会
課題を解決するための研究開発をする機
能等を持つユニークな組織です。本稿では
これらの中から3つの取組をご紹介します。
技術相談制度

外部の方々が持つ様々な技術的な疑問
や課題について、専門的な知見を持った
NICTの研究者が回答をする技術相談制
度を平成30年3月から運用しています。
NICT 内には多数の研究者が在籍し、そ
の分野での第一人者、大学教員を兼務し
教鞭を執る者、技術的標準を検討する政
府の委員を務める者も多くいます。言わ
ば、法律的な事柄について回答が得られ

る、法律相談の技術版です。これまで国
内の民間事業者や研究所等から継続的に
相談を受ける事例もあり、相談者から高
い評価を頂いています。
シーズ集

NICTの研究成果は一般には論文誌や
学会等で発表されます。一方、この学術
的な発表から外部の方が持つ課題を解け
るのかを読み取ることは困難です。そこで、
NICTの研究成果を分かりやすく外部に宣
伝するため、令和元年からシーズ集NICT 
Seedsを発行しています。このシーズ集を
基に外部の方が持つ課題（ニーズ）とのマッ
チングを図っており、これまで多くの問い
合わせがありました。令和2年3月末現在
で延べ2,400件のダウンロードがありました。
地域人材育成のためのアイデアソン· ハッ
カソン

社会課題の多くは地域に存在してお

り、ICTによる地域の社会課題解決が重
要です。地域の課題を解決するため、
NICT での研究開発実施と同時に、地域
にいる人々で解決できるよう人材育成に
も注力しています。これまで NICT の地
域拠点がある金沢市や仙台市、さらに北
九州市、塩尻市も加え、平成30年から7
回のアイデアソン·ハッカソンを開催し
ています。地域で活動している企業、大
学、法人、NPO 等に、参加者としてだ
けでなく、メンターやアドバイザーとし
て参加していただくことにより、様々な
技術やノウハウを結集・融合させるとと
もに、NICTとの連携強化を図りました。

 戦略的プログラムオフィスでは今後
も NICT の中と外をつなぎながら、研究
開発成果の社会実装を目指し、情報通信
技術によるイノベーションを推進してい
きます。

オープンイノベーション推進本部

総合テストベッド研究開発推進センター

戦略的プログラムオフィス

ナショナルサイバートレーニングセンター 統合ビッグデータ研究センター

テラヘルツ研究センター

知能科学融合研究開発推進センター

耐災害 ICT 研究センター

ナショナルサイバーオブザベーションセンター

イノベーション推進部門

グローバル推進部門

デプロイメント推進部門

オープンイノベーション推進本部事務局

ソーシャルイノベーションユニット

ラートの削減やサイレント故障の発見など
に役立っています。

事例3：毎年さっぽろ雪まつりを舞台に
産学と協働で実施する映像配信実証実験
の取組です。企業にとっては、超高速研
究開発ネットワークテストベッド「JGN」
を利用して、他社や異分野の製品との相
互接続等を検証できることが大きな魅力
です。実運用に極めて近い機材混在環境
や屋外での検証、放送素材映像伝送によ
る先進的な技術開発実証が、製品化や
ファームウェアの更新、ノウハウの蓄積に
繋
つな

がっています。

活動支援や異常気象時の交通障害リスク
を回避するナビゲーションなどのスマー
トサービスを提案・試作するハッカソン
を福岡市や東京都で実施しています。ま
た、それらを社会展開すべく、環境問題
意識の高いASEAN地域（ベトナム、フィ
リピン等）のスマートシティと連携し、
情報ポータルに収集された環境、観光、
交通等に関するデータを用いて環境品質
予測モデルをカスタマイズし、現地の観
光、交通、健康管理等のスマートサービ
スで利活用する実証実験を、地元の大学
や企業と共同で取り組んでいます。

総合テストベッド研究開発推進センター

統合ビッグデータ研究センター

S

当オ

ハッカソン
「IoT が拓く北九州のまちとくらしの未来」

2018年12月1・2日の様子
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NICT 研究成果の CYDER を通じた
社会展開

AI データテストベッドの
構築と運用

ICTが主催するCYDERは、セキュ
リティの事件・事故への対応能力

を身に着けることを目的とする演習で
す。全国47都道府県で開催し、リアル
なシナリオに基づく演習を提供すること
で、日本全体のセキュリティ対応能力の
底上げを目指しています。

シナリオで重要なのは起承転結の「起」
の部分になりますが、ここに NICT のサイ
バーセキュリティ研究所において運用さ
れている NICTER で観測されるサイバー
攻撃の最新のトレンドを反映させること
により、演習の実効性を高めています。

また、政府や企業等の組織を精巧に模

工知能技術が社会を大きく変革さ
せている現在において、データに

関する価値や重要性に注目が集まってい
ます。NICTではいち早くデータの重要性
に着目し、多くの研究分野で様々な種類の
データを集積してきました。そのデータの
中には人工知能技術に活用できる価値の
高いデータも数多く存在しています。それ
らの中から人工知能技術に活用できるデー
タをAI 学習用データセットとして整備し、
さらにそのデータから導き出される各種AI
モデルを産学官に提供することにより、AI
技術開発と研究成果の社会実装を加速す

擬した環境によって標的型攻撃等
の攻撃者の観察を行うSTARDUST
によって得られる知見が、演習シナリオに
リアリティを持たせ、そのリアリティあふれ
る演習を受講することが「インシデント対
応の経験」となり、実際にインシデントに
遭遇した際に「経験済み」として落ち着い
て対処ができます。CYDER の演習シナリ
オは起承転結のパーツで構成されていま
すが、日々パーツは蓄積され、シナリオの
自動生成を行う際にも活

い

かされることにな
ります。

StarBED 上に構築されている演習環境
CYDERANGE には、NICT のこれまでの研

ることができます。
そこで、知能科学融合研究開発推進セ

ンターでは、人工知能技術の開発に利用
可能と考えられる言語処理、音声処理、
バイオ、脳情報、大気環境、宇宙天気、サ
イバーセキュリティからなる 7カテゴリの
NICT のデータをNICT 内外の研究者・技
術者がダウンロードして活用できるAIデー
タテストベッドを構築して2019年5月から
運用を開始しました。現在までに上記7カ
テゴリ48件のデータセットが公開され、オー
プンイノベーションのためのデータの利
活用が始まっています。2020年4月に公

耐災害 ICT 研究センター

究の成果である仮想的な環境の自動構築、
運用技術等が実装され、年間100回以上、
3,000人というタイトなスケジュールでの
演習事業を支えています。

今般、コロナ禍によって国民の大部分
が在宅を余儀なくされましたが、そうし
た状況に合わせ当センターでは、過去の
演習シナリオの資料に解説を加えて一般
公開し、非常に好評を得ました。このよ
うに高いニーズにこたえるため、演習の
提供方法や内容について、今後も引き続
き検討していきます。

開された自然言語処理分野の機械学習の
BERTモデルは、僅か2カ月半の間にNICT
外の組織によって約800ダウンロードされ
るなど社会におけるAIデータテストベッド
への注目と期待の大きさが分かる成果を
得ています。さらにNICTのデータだけで
なく、産学官の作ったデータをも集約する
翻訳バンクは、新しいタイプのAIデータテ
ストベッドとして注目を浴びています。AI
データテストベッドは今後もデータの拡充
と検索機能の充実などの利便性向上を図
り、NICTのデータ指向型オープンイノベー
ションの中核基盤に発展させていきます。

パスワード設定等に不備のある 
IoT 機器の調査業務の開始研究と社会実装活動を両輪として

年、IoT 機器を悪用したサイバー
攻撃が増加していることから、利

用者自身が適切なセキュリティ対策を講
じることが必要です。

IoT 機器等を悪用したサイバー攻撃
の深刻化を踏まえ、平成30年に国立研
究開発法人情報通信研究機構法（平成
11年法律第162号）の改正が行われ、
NICT の業務に、パスワード設定等に不
備のある IoT 機器の調査等が追加（5年
間の時限措置）され、NICTは、総務省、
一般社団法人ICT-ISAC及びインターネッ
ト・サービス・プロバイダ（ISP）と連

報通信は生物の神経網、脳にも例
えられる必須の社会基盤です。東

日本大震災では、情報通信システムに甚
大な障害が発生し被災情報の把握や復旧
活動に大きな支障が生じました。耐災害
ICT研究センターは、これを教訓として
震災1年後に仙台に設立されました。そ
の特徴は、東北大学をはじめ様々な大学、
民間企業、公的機関と連携し、 情報通信
の耐災害性強化に関する研究と成果の社
会展開促進とを両輪として進めているこ
とです。

研究では、光ネットワーク技術の強
きょう

靭
じん

化
か

、
ネットワーク資源が限られた環境下のネッ

携し、脆弱な ID・パ
スワード設定等のた
めサイバー攻撃に悪用されるおそれの
ある IoT 機器の調査及び当該機器の利
用者への注意喚起を行う取組「NOTICE

（National Operation Towards IoT Clean 
Environment）」を平成31年2月から実
施しています。

具体的には、NICT では、平成31年1
月に本調査に関する業務を行う組織とし
て設置したナショナルサイバーオブザ
ベーションセンターにおいて、図のよう
に、インターネットに接続された電気通

トワーク利活用技術、SNS 内の災害に関
する社会知情報の提供技術に取り組んで
います。

成果の社会展開では、耐災害ICT研究
協議会等を通じた産学官連携活動、防災
訓練などを通じた研究成果の実証実験及
び実災害時の利活用、シンポジウムや展
示会などを通じた研究成果の技術紹介を
積極的に進めています。昨年の高知県総
合防災訓練では、通信機器を搭載した車
両が災害により携帯網が途絶した被災地
の内外を巡回することで、断続的にでは
あれ全域の情報流通を保つ技術の開発部
分について実証しました。高知県香南市

信設備のうち、パスワード設定等に不備
のある設備を特定し、ISPに対して当該
設備に係る IP アドレス情報等の提供を
行っています。

昨年度の実績としては、令和2年3月
までに参加手続きが完了したISP50社に
係る約1.1億IPアドレスに対して調査を
実施して、注意喚起件数は延べ2,249件
になっています。

では、この技術を中核とする新しい情報
システムの実装が進みます。また、大規
模災害発生時、被害情報の電子化等を被
災影響の少ない遠隔地から支援する広
域ネットワーク防災訓練などにも取り
組んでいます。SNS上の被災情報を分析
する対災害情報分析システムDISAANA/
D-SUMM は試験公開を行っており、複
数の企業に対してビジネスライセンスを
供与しました。さらに、地域住民との対
話を介して被災情報を収集／伝達する防
災チャットボット SOCDA の共同開発を
行い、その成果は昨年秋の台風襲来時に
複数の自治体において使用されました。

ナショナルサイバートレーニングセンター

ナショナルサイバー
オブザベーションセンター

知能科学融合研究開発推進センター

近
情

人

地方自治体における防災訓練でのシステム活用

大分県総合防災訓練

枚方ひこ防 ’z  〜枚方市総合防災訓練〜

N
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先端 ICT デバイスラボ
オープンなイノベーションプラットフォーム

 ICT にある3つのデバイス関連ク
リーンルーム設備（本部（小金

井）：フォトニックデバイスラボ、ミリ
波研究棟、神戸：新クリーンルーム棟）
を統合運営する「先端ICTデバイスラボ」
は、産学官連携のオープンイノベーショ
ン拠点としてNICT内外に開かれた研究
施設です。急速に発展、高度化する情報
通信技術への要求にこたえるために、光
波やミリ波、テラヘルツ波等のあらゆる
電磁波帯域を融合して活用できる革新的
な情報通信デバイス要素技術を創造する
べく、デバイスの設計・試作・実装・評

価等の高度ハードウェア開発技術を行え
る場として、NICT 内部の研究者による
利用のみならず、企業や大学等の外部機
関からの利用も可能です。令和元年度で
は、36団体（大学29、企業7）、162名
のNICTとの共同研究に基づく外部利用
者登録があり、デバイス技術の発展、将
来の研究者・技術者等の若手育成に貢献
しました。またデバイス技術のイノベー
ション創出や産学官の有機的なコミュニ
ケーションの場の提供と活性化を目指
し、先端ICTデバイスラボワークショッ
プを毎年開催しています。2020年1月

テラヘルツ研究センター

に開催したワークショップでは、招待講
演に加え47件のポスター発表と総勢98
名の参加者があり、ポスター発表会では
基礎から応用、社会展開まで技術領域や
産学官を横断する活発な議論が行われ、
オープンイノベーション拠点としての利
用者間での交流を促進することができま
した。さらに新たにデバイス作成プロセ
スを標準化したプロセスライブラリを整
備することで、NICT との共同研究によ
らない外部有償利用者の受入れも可能に
なっており、今後も利用者の増加が見込
まれています。

研究成果の最大化に向けた取組
知財活用、委託研究、人材交流

ICTの研究成果に含まれる発明を
適切に権利化するため、研究者か

らの相談に対応し、提出された発明届は
審査の上

うえ

、特許事務所による作業を経
て、特許出願します。また、外国への出
願要否、審査継続の要否、権利化後の維
持要否等を適切に判断して、有効な特許
の確保に努めています。これらの特許権
を保有する目的は、研究成果が社会で活
用される機会を広げることにあるため、
産業界へ特許発明の紹介を行うととも
に、ライセンス契約を行っています。

また、NICT 自らの研究との一体的な

実施を行うことで効率化が図られる場合
に、研究テーマや内容を指定して公募に
より大学や民間企業などの外部研究機関
に研究を委託、NICTの研究者がプロジェ
クトオフィサーとして委託研究を統括
し、研究開発を推進しています（高度通
信・放送研究開発委託研究）。委託研究
の評価については、外部の有識者による
評価委員会を設置して事前評価、採択評
価、中間評価、終了評価及び追跡評価を
行っています。

さらに、幅広い視野や高い技術力を有
する専門人材の強化のため、国内外の研

イノベーション推進部門

究者や大学院生等を受け入れ、NICT の
研究開発への参画を通じた先端的な人材
の育成を推進するとともに、NICT 職員
への指導・助言のために外部の研究者を
招へいするなど、研究者間の交流を促進
しています。また、大学と連携し、新た
な研究テーマによるフィージビリティ・
スタディの促進を目的として「マッチン
グ研究支援事業」を実施しています。

これらの取組に加えて、国などの公的
機関から受託する研究開発、国際標準化
による研究成果の社会還元の推進によっ
て、研究成果の最大化を実現します。

グローバルな連携による
イノベーションと社会展開へのチャレンジ

境を意識せずに人の往来やビジネ
スが活発に行われている現在、広

く世界で解決が求められている課題を海
外の人たちと一緒に解決していくことが、
イノベーションや社会展開につながりま
す。NICT は、およそ30か国の100近い
機関との提携を維持し、人材交流や研究
協力を積極的に進めてきたほか、いくつ
かの国際連携プログラムも運用してきま
した。
　新たなイノベーションに向けて、米国
の国立科学財団（NSF）と共同で、IoTを支
える新たなネットワーク技術分野と脳研

究の新しいアプローチである計算論的神
経科学分野とを対象とする国際研究プロ
ジェクトを募集、採択し、主に大学や研
究機関（NICT 含む）が研究を進めていま
す。後者はドイツ、フランス、スペイン、
イスラエルも参画する多国間プログラム
です。日米間通信網で新たな通信方式の
実証に成功するなどの成果が出ています。
実用化段階の研究開発では、欧州委員会、
総務省と共同で、スマートシティのため
の情報通信技術や beyond 5G / 6G の移
動通信技術などを対象とするプログラム
を実施しています。日欧の主に企業と大

グローバル推進部門

学が連携し、開発した技術を国際標準化
団体へ提案するなどの成果を挙げていま
す。社会展開を目指す研究開発では、
ASEAN10か国の約60機関と共同で研究
連携組織を構成し、共通の社会課題であ
る農林水産、環境保護、防災、安全・安心
などの領域で延べ30件近いプロジェク
トを実施してきました。NICT の成果に
基づいた多言語翻訳用データ（9言語）
が作成されたほか、環境モニタリング技
術や農業支援システム等の開発や実証が
続けられるなど、国連 SDGs への貢献も
期待されます。

ICT による経済・社会の変革に向けて
スタートアップ支援の取組

CT により社会や経済が変化し、
インターネットを通じた動画の配

信やソーシャル・ネットワーキング・サー
ビス（SNS）など新たなサービスが今や
主流となっています。これらの多くは、
設立後間もない「スタートアップ」企業
により生み出されており、NICT では、
ICTスタートアップと、こうした企業を
立ち上げる「起業家」を応援しています。
1. 起業家甲子園・万博の開催

毎年、自治体等と連携して、日本各地
のビジネスコンテスト等から、有望な学
生や若手起業家のチームを選抜し、全国

大会として「起業家甲子園・万博」を主
催しています。出場チームは、ICTスター
トアップに見識のあるメンターからの助
言や指導を経て、ビジネスプランを競い
合います。2019年度は、審査の結果、
北海道選抜の学生チーム及び関西選抜の
若手企業家のチームに、それぞれ総務大
臣賞を授賞しました。
2. シリコンバレー研修の実施

毎年、起業家甲子園への出場予定者
（学生）に対し、スタートアップの聖地
ともいえる米国シリコンバレーでの研修
を実施しています。

デプロイメント推進部門

3. 大規模展示会への出展支援
起業家万博の出場チームには、国内外

の大規模展示会への参加機会を提供して
います。2019年度は、CEATEC（日本）、
TechCrunch DISRUPT（米国）、 Digital 
Thailand Big Bang（タイ）での出展を
支援しました。

また、NICT も、自らの研究成果を新
たなサービスや製品の創出につなげ、社
会に役立たせるべく、本部（小金井）内
に専用スペースを設けてNICT発の新設
企業を入居させるなど、新たな企業を立
ち上げやすい環境を整備しています。

N 国

I

外部機関研修生へのオペレーショントレーニングの様子

N

令和2年3月4日撮影

NICT の研究成果の利用例
（深紫外半導体発光素子を利用した水殺菌装置）
深紫外LEDの光取出し効率を大幅に向上させることで、
小型・高出力な深紫外LED光源を実現しました。水銀ラ
ンプに代わり、殺菌システムでの利用が期待されます。
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アフターコロナ
社会のかたち
NICT特別オープンシンポジウムのオンライン開催報告

NICT NEWS　緊急企画

図２-２：セッション２のディスカッション風景
（左上から時計回りに、和田、岩下氏、盛合、村上氏、野崎）

図２-１：セッション１のディスカッション風景
（左上から時計回りに、土井、冨澤氏、井上、黒田氏、鳥澤、藤原氏）

図２-３：セッション３のディスカッション風景
（左上から時計回りに、北野氏、柳田、徳田、黒田氏、野原氏、寶迫）

パネリスト（出演順）と発表タイトル

図１：各セッションの検討範囲
（セッション 2 のパネリスト：村上輝康氏提供の図を一部改変）

セッション
1

セッション
2

セッション
3

本シンポジウムの最後に、徳田理事長
は、『「レジリエントで、デジタル変革さ
れたアフターコロナ社会の実現」に向け
て、先端ICTの研究開発を進めるととも
に、その成果の社会展開を進め、ICTに

よる社会経済の変革、新しい産業やサー
ビスの創出に貢献していきたいと考えて
います。』と結びました。

なお、本シンポジウムのプログラム、
配信映像、発表資料を次のURLにアップ

していますので、ぜひご視聴ください。

◆冨澤登志子氏：弘前大学大学院保健学研究科看護学領域 教授
　「In/With COVID-19 医療崩壊を阻止するために検討すべきこと」
◆黒田知宏氏：京都大学医学部附属病院　医療情報企画部 教授
　「京大病院のコロナ対応と ICT」
◆藤原洋氏：�株式会社インターネット総合研究所 代表取締役所長 

株式会社ブロードバンドタワー 代表取締役会長兼社長 CEO
　「新型コロナウイルス COVID-19の院内感染防止システムの開発」
◆井上大介：NICT サイバーセキュリティ研究所  サイバーセキュリティ研究室 室長
　「新型コロナウイルスと ICT の光と影」
◆鳥澤健太郎：NICT データ駆動知能システム研究センター センター長
　「コロナ対策に向けた NICT の自然言語処理技術」

●司会／土井美和子：NICT 監事
●フロアエディター／笠井康子：NICT テラヘルツ研究センター 上席研究員

◆村上輝康氏：産業戦略研究所 代表
　「新型コロナウイルス対策を踏まえた社会経済の変革」
◆岩下直行氏：京都大学公共政策大学院 教授
　「コロナとともに生きるために、我々は何を準備すればいいのか」
◆盛合志帆：�NICT サイバーセキュリティ研究所 上席研究員 

NICT 経営企画部 統括・企画戦略室 室長
　「プライバシーに配慮したデータ利活用」
◆和田尚也：NICT 未来 ICT 研究所 所長
　「新型コロナウイルス対策で見えた既存技術の問題と解決のための糸口」

●司会／野崎雅稔：NICT 理事
●フロアエディター／木俵豊：NICT ソーシャルイノベーションユニット ユニット長

◆北野宏明氏：株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所代表取締役社長、所長
　「Toward Resilient Society」
◆野原佐和子氏：株式会社イプシ・マーケティング研究所 代表取締役社長
　慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任教授
　「アフターコロナ社会創造のためのデジタル・トランスフォーメーション（DX）」
◆黒田知宏氏：京都大学医学部附属病院　医療情報企画部 教授 ※ ディスカッションのみ
◆寳迫巌：NICT ワイヤレスネットワーク総合研究センター 総合研究センター長
　「サイバー空間と実空間の融合 ~Beyond 5G (6G)」
◆柳田敏雄：NICT 脳情報通信融合研究センター 研究センター長
　「脳情報と xR で生成する超現実世界」

●司会／徳田英幸：NICT 理事長
●フロアエディター／井出真司：NICT 経営企画部シニアマネージャー

セッション1
世 界 各 国 で 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

（COVID-19）の感染が拡大する中、クラス
ター対策や院内感染の防止等において、
ICT の活用（接触確認アプリ）に期待が高
まっています。一方で、このようなICTの活
用において、サイバーセキュリティの確保
等が重要です。そこで、セッション１では、

「ICT による新型コロナウイルス対策への
貢献」と題して、ICTによる新型コロナウイ
ルス対策への貢献策及びその課題につい
て、図2-1に示す出演者で議論しました。

その結果、医療現場で非常時に役立つ
技術を日常的に利用できるように研究開

発を推進する視点も重要であるなどの意
見を頂きました。

セッション2
各国において、新型コロナウイルスの

第２波、第３波等を警戒しながら、経済
活動を再開させる動きが出てきている中、
感染症対策と社会経済活動をいかに両立
させるかに関しても、ICTの役割への期待
は大きくなっています。そこで、セッショ
ン２では、「新型コロナウイルス対策を踏
まえた社会経済の変革」と題して、今後
のコロナウイルスとの戦いの中で、ICTを
活用して、国民の生命を守りながら社会

経済活動を維持していくための方策につ
いて図２-２に示す出演者で議論しました。

その結果、３密回避型社会構造の提案
やNICTには社会経済との接点を意識し
た研究開発活動を期待したいなどの意見
を頂きました。

セッション3
新型コロナウイルスの発生後の将来の

社会経済（アフターコロナ社会）は、こ
れまでに予測していたものとは違ったか
たちになることが考えられます。セッ
ション３では、本シンポのテーマでもあ
る「アフターコロナ社会のかたち」と題
して、これまでの社会経済活動、働き
方など様々な面での改革を進め、真の
Digital Transformation（DX）を実現し
た社会経済をデザインするため、アフター
コロナ社会のかたちとその実現にどう取
り組んでいくかについて、図２- ３に示
す出演者で議論しました。

その結果、昨日と同じ明日は来ないし、
できることは何でもやってみるという考え
方が良いのではないかなどの意見を頂き
ました。

4月7日に発令された新型コロナウイ
ルス感染症（COVID-19）に関する緊急
事態宣言を受け、同月下旬、本誌既報

（NICT NEWS 2020 No.2 通巻 480）にて
6月12日、13日の両日に開催するとお
知らせしました「NICT オープンハウス
2020 in 小金井」の中止を決定しました。

そして、同時に、「アフターコロナ社会
のかたち」と題する NICT 特別オープン
シンポジウムを6月12日にオンラインで
開催することを決定しました。

本シンポジウムでは、社会経済活動が
COVID-19の感染拡大により深刻な影響
を受ける中、図1に示すように、「現在：

ウイルスの感染拡大時期」、「概
おおむ

ね5年後：
ウイルスの感染抑制・管理がされている
時期」、「概ね5年から10年後：ウイルス
拡大が落ち着いた後」の時期をそれぞれ
の検討範囲とする３つのセッションを設
定して NICT 研究者と外部有識者が議論
しました。
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図　環境品質分析システムの概要

環境品質分析におけるAIとマルチメディア技術

Dao Minh-Son
（ダオ  ミンソン）

年、顔画像認識や自動運転車など、
AI を活用した画像認識技術が、

私たちの生活に広がりつつあります。こ
うした中、私は、環境と人間が共生した
スマートで持続可能性の高い社会の実現
を目指し、実空間のセンシングデータま
でも AI 画像認識技術で扱えるようにし、
環境と生活の複合的な状況を効率的に認
識・予測できるようにする技術の研究開
発に取り組んでいます。

現在、気象や交通など様々な分野の
データを地図上で組み合わせ重畳化した
画像（マルチレイヤーラスター画像）か
ら、深層学習による画像認識手法 CNN
を用いて、相関性の高いイベント（例え
ば異常気象と交通障害）を表す部分を学
習・発見する技術（3D-CNN）を開発し
ています。地図上に表示できるデータで
あれば、どのような組合せからでも相関
イベントを発見できる特徴を生かし、ス
マートシティのデータ分析・可視化ツー
ル（ダッシュボード）などへの応用を進

めています。
また、スマートフォンやドライブレ

コーダーなどの携帯型カメラで撮影し
た周辺画像から、環境に影響を及ぼす
様々な視覚情報（混雑、煙など）を認識
し、大気質指数（AQI）の予測を改善す
る Image-2-AQI 技術の研究開発にも取
り組んでいます。こうした技術は、環境
観測網の整備が困難な地域での活用が見

統合ビッグデータ研究センター
ビッグデータ利活用研究室
主任研究員
博士（情報科学）

込まれ、現在 ASEAN 諸国との共同研究
を進めています。

さらに、これらの技術を活用した環境
品質予測分析のオープンデータサイエン
ス活動を推進すべく、MediaEval ベンチ
マーキングタスクや ASEAN IVO プロジェ
クトにも取り組んでいます。産学官から
幅広い参加を集め、この分野の研究開発の
輪を広げていきたいと考えています。

最近はまっていること

非認知領域でのディープラーニングとアプリケーション。

今までで最大の失敗は？

私は修士の学生の時からニューラルネットワークに没
頭していましたが、不運なことに、研究課題を他の機
械学習のテーマ（遺伝的アルゴリズム、サポートベクター
マシンなど）に変えてしまいました。最近、AI の分野
をニューラルネットワークが席

せっ
捲
けん

してきており、研究
の方向を変えるべきではなかったかとも思っています。

研究者志望の学生さんにひとこと

科学における発見への情熱、好奇心、ハードワーク、忍
耐力、そして野心が研究者の鍵です。

Q

A

Q

Q

A

●経歴
1974年	 ベトナムにて誕生
1995年	� ベトナム国家大学ホーチミン市校 自

然科学大学大学 情報技術学部 学士学
科卒業

2000年	� ベトナム国家大学ホーチミン市校 自
然科学大学大学 情報技術学部 修士学
科卒業

2005年	� イタリア、トレント大学大学院博士 
課程修了

2007年	� 大阪大学入所 ( 海外研究者のための
日本学術振興会特別研究員 ) 

2010年	 イタリア、トレント大学入所 ( 研究員 ) 
2013年	 NICT 入所 ( 研究員 )
2015年	 ブルネイ工科大学入所 ( 上級助教 )
2018年	 NICT 入所 ( 主任研究員 )
2019年	 現職

●受賞歴等
2 0 1 7  R e s e a r c h  E x c e l l e n c e  M i d - C a r e e r 
Academic Special Mention – Staff Excellence 
Award – Brunei University of Technology
2019 the distinctive mention for “their highly 
innovative and challenging task that directly 
addresses an important issue for people 
and society” awarded by MediaEval 2019 
organizers

近

一問一答

文部科学大臣表彰は、科学技術に関する研究開発、理解増進等において顕著な成果を収めた者に授与されます。「電波の日」及び「情報通信月間」は、電波
利用又は情報通信の発展に貢献した個人及び団体、デジタルコンテンツの今後の創作活動が期待される者に対して授与されます。宇宙開発利用大賞は、宇宙
開発利用の推進に多大な貢献をした優れた成功事例に関し、その功績をたたえ、我が国の宇宙開発利用の更なる進展や宇宙開発利用に対する国民の認識と理
解の醸成に寄与することを目的とした表彰制度です。� ※所属・役職名は受賞者決定時点のものです。

■文部科学大臣　　令和 2年度 科学技術分野の文部科学大臣表彰
FY2020 The Commendation for Science and Technology by the Minister of Education, Culture, Sports, Science and Technology Prizes for Science and Technology 

●後
ご

藤
とう

 薫
かおる

　　電磁波研究所 電磁環境研究室 研究マネージャー

●松
まつ

本
もと

 泰
ひろし

　　電磁波研究所 上席研究員 
●山

やま

中
なか

 幸
ゆき

雄
お

　電磁波研究所 電磁環境研究室 マネージャー 

●呉
うー

 奕
い

鋒
ふぉん

　　電磁波研究所 電磁環境研究室 主任研究員   
●石

いし

上
がみ

 忍
しのぶ

　　東北学院大学 工学部情報基盤工学科 教授

●古
ふる

田
た

 健
けん

也
や

　未来 ICT 研究所 フロンティア創造総合研究室 主任研究員

●小
こ

嶋
じま

 寛
ひろ

明
あき

　未来 ICT 研究所 上席研究員／フロンティア創造総合研究室 プロジェクト主幹 

●大
おお

岩
いわ

 和
かず

弘
ひろ

　未来 ICT 研究所 主管研究員／脳情報通信融合研究センター 主管研究員 

科学技術賞 開発部門

科学技術賞 研究部門

●受賞日　令和2年4月7日　●受賞内容　無線通信の保護を目的とした電磁雑音の統計的評価法の開発

●受賞日　令和2年4月7日　●受賞内容　生物分子モータ作動機序に基づく新奇分子モータの研究

●特定非営利活動法人太陽放射コンソーシアム　中
なか

島
じま

 映
てる

至
ゆき

●国立研究開発法人情報通信研究機構　村
むら

田
た

 健
たけ

史
し

●株式会社ウェザーニューズ　森
もり

田
た

 清
きよ

輝
てる

●授与団体名　国土交通省　●受賞日  令和2年3月23日　
●受賞内容　先端情報通信技術によるリアルタイムひまわりデータ可視化アプリ

ひまわりリアルタイムアプリが「第4回宇宙開発利用大賞」国土交通大臣賞を受賞
～ひまわり衛星データをリアルタイムに公開する取り組み～

Minister of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Award 4th Space Development and Utilization Grand Prize 

■内閣府　　第4回  宇宙開発利用大賞国土交通大臣賞

Awards for FY2020 Radio Day and Info-communications Promotion Month

第70回 「電波の日」及び 令和2年度「情報通信月間」

令和2年度情報通信月間推進協議会会長表彰　志田林三郎賞（個人）

●鳥
とり

澤
さわ

 健
けん

太
た

郎
ろう

　
ユニバーサルコミュニケーション研究所 データ駆動知能システム研究センター センター長

●授与団体名　情報通信月間推進協議会　●受賞日　令和2年6月1日　
●受賞内容　大規模Web情報分析システムや対災害SNS情報分析システムなど、世界最先端の自
然言語処理技術を開発し、我が国における自然言語処理技術の発展に多大な貢献をした。

令和２年度「情報通信月間」総務大臣表彰（団体）

●グローバルコミュニケーション開発推進協議会
会長：須

す

藤
どう

 修
おさむ

（中央大学国際情報学部 教授／東京大学大学院情報学環 特任教授）
（事務局：情報通信研究機構）

●授与団体名　総務省　●受賞日  令和2年6月1日　
●受賞内容　総務省のグローバルコミュニケーション計画を産学官連携で推進する体制を構築し、多
言語音声翻訳技術の向上と、同技術を利活用した製品やサービスの2020年に先立つ実用化に多大な
貢献をした。

左から呉奕鋒、後藤薫、松本泰、山中幸雄（すべてNICT）

［写真上段］
大岩 和弘

［下段左から］
小嶋 寛明
古田 健也

写真は、
NICTの村田健史
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開催方法については、実開催又はオンライン開催を検討中です。
決まりましたら、ホームページ上でご案内いたしますので、ご確認をお願い致します。

開催日　10/11 ( 日 )

耐災害 ICT 研究センター
https://www.nict.go.jp/resil/

会場 〒980-0812 宮城県仙台市青葉区片平 2-1-3 東北大学片平南キャンパス内

オープンハウス
���� in 仙台

NICT 耐災害 ICT 研究センターは災害に強い情報通信の実現に向けた研究開発に取り組んで
います。「オープンハウス 2020 in 仙台」では、当センターで取り組んでいる研究開発の内
容や設備等についてご紹介いたします。

VLBI は数億光年彼方の天体の電波を複数のパラボラアンテナで
同時に受信し、電波天文学における天体の研究や、地球表面の地殻
変動や地球の自転・座標系の精密計測を行う技術です。NICTは電
波研究所の時代から先導的な研究開発を行ってきました。
鹿島 34 m パラボラアンテナは設置から30年がたち老朽化
が進んでいる中で2019年9月の台風15号により駆動部が大
きく破損し、現在は安全対策のためパネルを取り外して
骨組み状態となっています。2020年秋には解体撤去され
る予定です。これに伴い、30年以上にわたる 34 m アンテ
ナの運用終了を記念し、式典・講演会を行うものです。

超長基線電波干渉法（VLBI）の研究のため1988年に
設置された鹿島 34  ｍ パラボラアンテナの運用終了
式典・講演会を下記の日程で開催します。

https://www2.nict.go.jp/sts/stmg/topics/
2020MemorialCeremony/MCeremony.html

鹿島 34 m パラボラアンテナ運用終了記念式典・
記念講演会のお知らせ

日時：���� 年 ��月 �日（土）　�� 時～�� 時　場所：オンライン開催

かなた

新型コロナウィルス感染症への対策のため、参加ご希望
の方はインターネットを経由したオンラインでの参加と
なります。
詳細については以下のページをご覧ください。

URL: https://w
w
w
.nict.go.jp/
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